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議案第４０号 

令和４年度射水市一般会計補正予算（第２号） 

 

議案第４１号 

令和４年度射水市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

議案第４２号 

令和４年度射水市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

 

議案第４３号 

令和４年度射水市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

議案第４４号 

令和４年度射水市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

議案第４５号 

令和４年度射水市病院事業会計補正予算（第２号） 

 

 

  以上６議案については、別途説明につき説明省略 
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議案第４６号 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備について 

（説 明） 

地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）の施行に伴い、関係条例

の規定の整備を行うもの。 

 

１ 改正内容及び関係条例 

  地方公務員法の一部を改正する法律の施行により地方公務員の定年引上げが実施さ

れるのに伴い、本市においても、職員の定年引上げを行うため、次のとおり規定の整備

を行うもの。 

区分 条例名 内容 

第１条関係 

公益的法人等

への射水市職

員の派遣等に

関する条例 

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴い、規定を整

備するもの。 

第２条関係 

射水市人事行

政の運営等の

状況の公表に

関する条例 

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴い、規定を整

備するもの。 

第３条関係 

射水市職員の

分限に関する

手続及び効果

に関する条例 

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴い、規定を整

備するもの。 

第４条関係 

射水市職員の

懲戒の手続及

び効果に関す

る条例 

 職員が減給処分を受け、６０歳に達した日後の最初の４月１

日を減給期間中に迎え、給料月額が７割水準となった場合に、

減給額が７割水準の給料の月額の１０分の１を超えないよう

規定するもの。 

第５条関係 

射水市職員の

定年等に関す

る条例 

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行等を踏まえ、以下

のとおり規定を整備するもの。 

１ 職員の定年引上げ（年齢６０年→年齢６５年）について規

定するもの。 

２ 管理監督職勤務上限年齢制（年齢６０年。ただし政策調整

監及び危機管理監は年齢６２年）について規定するもの。 

３ 定年前再任用短時間勤務制について規定するもの。 

４ 暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員について

規定するもの。 

５ その他経過措置について規定するもの。 

第６条関係 

射水市職員の

勤務時間、休暇

等に関する条例  

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴い、規定を整

備するもの。 
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第７条関係 

射水市職員の

育児休業等に

関する条例 

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴い、規定を整

備するもの。 

第８条関係 

射水市職員の

給与に関する

条例 

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行等を踏まえ、以下

のとおり規定を整備するもの。 

１ 職員が６０歳に達した日後の最初の４月１日以後、給料月

額を７割水準とするもの。 

２ 市民病院において医療業務に従事する医師について、１の

適用除外とするもの。 

３ 政策調整監及び危機管理監について、１の適用除外とする

もの。 

４ 役職定年により降格した者について、降格前の給料月額の

７割が降格後の給料月額の７割を上回る場合、その差額（管

理監督職勤務上限年齢調整額）を給料として支給するもの。 

５ 暫定再任用職員の給料月額について、定年前再任用短時間

勤務職員と同じ給料表の欄の金額とするもの。 

６ その他経過措置について規定するもの。 

第９条関係 

射水市企業職

員の給与の種

類及び基準に

関する条例 

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴い、規定を整

備するもの。 

第１０条関係 

射水市一般職

の任期付職員

の採用及び給

与の特例に関

する条例 

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴い、規定を整

備するもの。 

第１１条関係 

射水市職員の

再任用に関す

る条例 

 再任用制度が廃止されることに伴い、条例を廃止するもの。 

 

２ 施行期日 

  令和５年４月１日（経過措置の一部については、公布の日） 

 

 

 

 

 

 

 

 



4 

議案第４７号 

 射水市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 （説 明） 

 国家公務員に係る妊娠・出産・育児等と仕事の両立支援のための制度改正のうち令和４

年１０月１日施行予定の事項について、本市においても同様の措置を講ずるため、所要の

改正を行うもの。 

 

１ 改正内容 

 (1) 育児休業の取得要件の緩和 

  ア 再度の育児休業取得に係る「条例で定める特別の事情」に関し、育児休業等計画

書により申し出た場合の再度取得に係る規定を削除するもの。 

  イ 非常勤職員が子の出生後８週間以内に育児休業をしようとする場合には、「子の

出生日から起算して８週間と６月を経過する日まで」に緩和するもの。 

 ( 2 ) 非常勤職員の子が１歳以降の育児休業の取得の柔軟化 

  ア 非常勤職員の育児休業の対象期間の上限を子が１歳６か月到達日とする要件に

ついて、夫婦交代での取得や、特別の事情がある場合の柔軟な取得を可能とするた

めの規定を整備するもの。 

  イ 非常勤職員の育児休業の対象期間の上限を子が２歳に達する日とする要件につ

いて、アと同様に、夫婦交代での取得や、特別の事情がある場合の柔軟な取得を可

能とするための規定を整備するもの。 

２ 施行期日 

令和４年１０月１日 
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議案第４８号 

 不動産の処分について 

（説 明) 

令和４年８月２４日付けで土地売買仮契約を締結した市有地の売却について、議会の議

決を求めるもの（地方自治法第９６条第１項第８号、射水市議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例第３条）。 

 

１ 土地の表示 

  所   在  射水市海王町 

  地   番  ２１番７、２１番９、２１番４３、２１番４４、 

         ２１番４５、２１番４６、２１番４７、２１番４８ 

  地   目  宅地、雑種地 

  地   積  １２，７７３．３０平方メートル 

２ 処分の目的  射水市海王町地内市有地利活用事業用地として売却 

３ 売 却 価 格  １５８，３８８，９２０円 

４ 契約の相手方  富山県射水市片口久々江６７４番地２ 

株式会社Ｉｍｉｚｕｔｔｏ 

         代表取締役 加治 幸大 
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議案第４９号 

 射水市立小杉小学校プール改築（建築主体）工事請負契約について 

（説 明） 

 令和４年７月１２日に制限付き一般競争入札に付した射水市立小杉小学校プール改築

（建築主体）工事について、次のとおり請負契約を締結したいので、議会の議決を求める

もの（地方自治法第９６条第１項第５号、同法施行令第１２１条の２第１項（別表第３）、

射水市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条）。 

 

工事区分 契約金額 契約の方法 契約の相手方 工  期 

建築主体

工事 

188,100,000円 

（うち消費税等 

17,100,000円） 

制限付き一般

競争入札によ

る契約 

永森建設工業・原建設射水市立小

杉小学校プール改築（建築主体）

工事共同企業体 

 

代表者 

射水市三ケ3973番地 

永森建設工業株式会社 

代表取締役 永森 忠志 

 

構成員 

射水市作道2035番地4 

原建設株式会社 

代表取締役 原 龍治 

 

契約締結の日 

～ 

令和5年3月31日 
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議案第５０号  

令和３年度射水市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 （説 明） 

  当年度純利益          ２５９，１３６，９６０円 …… (Ａ) 

  前年度繰越利益剰余金           ３３，５２５円 …… (Ｂ) 

  その他未処分利益剰余金変動額  ２７２，０００，０００円 …… (Ｃ) 

  当年度未処分利益剰余金     ５３１，１７０，４８５円 …… (Ｄ) 

   （ (Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ) ） 

 

  利益剰余金処分額【剰余金処分計算書（案）】 

   資本金             ２７２，０００，０００円 

   減債積立金                    ２５９，０００，０００円 

     計                        ５３１，０００，０００円 …… (Ｅ) 

 

  この結果、翌年度へ繰り越す利益剰余金（ (Ｄ)－(Ｅ) ） 

                      １７０，４８５円 

（剰余金の処分等＝地方公営企業法第３２条） 

 

 

 

議案第５１号  

令和３年度射水市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

 （説 明） 

当年度純利益          ３９７，４３４，１９３円 …… (Ａ) 

前年度繰越利益剰余金            １，４９９円 …… (Ｂ) 

その他未処分利益剰余金変動額  ４２６，３４１，１５８円 …… (Ｃ) 

当年度未処分利益剰余金     ８２３，７７６，８５０円 …… (Ｄ) 
（ (Ａ)＋(Ｂ)＋(Ｃ) ） 

   

  利益剰余金処分額【剰余金処分計算書（案）】 

   資本金            ４２６，３４１，１５８円 

減債積立金          ３９７，０００，０００円 

  計            ８２３，３４１，１５８円 …… (Ｅ) 

 

この結果、翌年度へ繰り越す利益剰余金( (Ｄ)－(Ｅ) ) 

４３５，６９２円 

（剰余金の処分等＝地方公営企業法第３２条） 
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報告第 ９ 号 

 専決処分の報告について 

 （説 明） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議会において

指定されている事項について専決処分したので、同条第２項の規定により議会に報告する

もの。 

 

和解及び損害賠償額の決定 

専決処分

番    号 
専決処分年月日 専決処分の内容 

２０ 令和４年６月３０日 

１ 和解及び損害賠償の内容 

   責任割合  市 １００パーセント 

損害賠償額 市 １７６，０００円 

２ 和解及び損害賠償の相手方 

   射水市在住１名 

３ 事由 

   除雪車による物損事故 

    発生日 令和３年１２月２８日 

    場 所 射水市一条地内 

２１ 令和４年７月１３日 

１ 和解及び損害賠償の内容 

   責任割合  市 １００パーセント 

損害賠償額 市 ６４９，０００円 

２ 和解及び損害賠償の相手方 

   射水市在住１名 

３ 事由 

   除雪車による物損事故 

    発生日 令和４年２月２３日 

    場 所 射水市三ケ地内 

２２ 令和４年７月２８日 

１ 和解及び損害賠償の内容 

   責任割合  市 １００パーセント 

損害賠償額 市 ５２２，５００円 

２ 和解及び損害賠償の相手方 

   射水市在住１名 

３ 事由 

   介護認定調査訪問時石塀破損事故 

    発生日 令和４年２月２５日 

    場 所 射水市小島地内 

２３ 令和４年８月３日 

１ 和解及び損害賠償の内容 

   責任割合  市 対人１００パーセント 

           対物 ７０パーセント 

損害賠償額 市 ３４，９３０円 

２ 和解及び損害賠償の相手方 

   射水市在住１名 

３ 事由 

   舗装穴による車両破損等事故 

    発生日 令和４年２月１８日 

    場 所 射水市上野地内 
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専決処分

番    号 
専決処分年月日 専決処分の内容 

２４ 令和４年８月８日 

１ 和解及び損害賠償の内容 

   責任割合  市 １００パーセント 

   損害賠償額 市 ５８６，３００円 

２ 和解及び損害賠償の相手方 

   射水市在住１名 

３ 事由 

   除雪車による物損事故 

    発生日 令和４年２月２２日 

    場 所 射水市庄西町一丁目地内 
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報告第１０号 

 令和３年度射水市健全化判断比率の報告について 

 （説 明）  

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の

規定により、令和３年度決算に基づく射水市の健全化判断比率を監査委員の意見を付けて、

議会に報告するもの。 

 

健全化判断比率 

（単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― 

（１２．０１） 

― 

（１７．０１） 

８．８ 

（２５．０） 

７８．７ 

（３５０．０） 

備考 

１ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比

率が算定されない場合は、「－」を記載 

２ 括弧内は、本市の早期健全化基準  

 

 

 

報告第１１号 

 令和３年度射水市資金不足比率の報告について 

 （説 明） 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項

の規定により、令和３年度決算に基づく射水市水道事業会計、射水市下水道事業会計及び

射水市病院事業会計の資金不足比率を監査委員の意見を付けて、議会に報告するもの。 

 

資金不足比率 

特別会計の名称 資金不足比率（％） 

水道事業会計 資金不足額なし 

下水道事業会計 資金不足額なし 

病院事業会計 資金不足額なし 

備考 上記、いずれの会計も経営健全化基準は、２０．０％ 
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報告第１２号 

 令和３年度射水市継続費精算報告について（一般会計） 

（説 明） 

クリーンピア射水整備事業費（令和元年度から令和３年度までの３か年度）を継続事業と

して施行してきたが、当該継続年度が終了したので、議会に精算報告するもの（地方自治法

施行令第１４５条第２項）。 

 

 クリーンピア射水整備事業費 

事 業 費      ３，６３６，５９８，０００円 

支出済額      ３，６２９，３４０，０００円 

不 用 額          ７，２５８，０００円 

 

支出済額の内訳 

工 事 区 分 支 出 済 額（円） 契約の相手方 

クリーンピア射水基幹

的設備改良工事 ３，６０８，０００，０００ 

株式会社神鋼環境ソリ

ューション大阪支社 

支社長 今中照雄 

クリーンピア射水基幹

的設備改良工事設計施

工監理業務委託 

２１，３４０，０００ 

株式会社中部設計射水

営業所 

所長 荒木甫 

合     計 ３，６２９，３４０，０００  

 

継続費設定・変更可決の日 

  継続費設定可決の日 平成３１年 ３月１４日 

  継続費変更可決の日 令和 ４年 ３月１８日 
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認定第 １ 号 

令和３年度射水市一般会計歳入歳出決算認定について 

 

認定第 ２ 号 

令和３年度射水市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

認定第 ３ 号 

令和３年度射水市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

認定第 ４ 号 

令和３年度射水市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

（以上４件の認定について一括説明） 

（決算＝地方自治法第２３３条） 

 

 

備考 

一般会計の収支差引残額 2,315,207,073 円には、繰越明許費に係る繰越財源 523,770,573 円を含む

ので、実質収支額は 1,791,436,500円となる。 
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認定第 ５ 号  

令和３年度射水市水道事業会計決算認定について 

 （説 明） 

当年度水道事業収益     ２，０１５，５３５，３０４円 …… (Ａ) 

当年度水道事業費用     １，７５６，３９８，３４４円 …… (Ｂ) 

差引当年度純利益        ２５９，１３６，９６０円 

 （ (Ａ)―(Ｂ) ） 

（決算＝地方公営企業法第３０条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定第 ６ 号  

令和３年度射水市下水道事業会計決算認定について 

 （説 明） 

  当年度下水道事業収益   ３，９７３，５４６，１６４円 …… (Ａ) 

  当年度下水道事業費用   ３，５７６，１１１，９７１円 …… (Ｂ) 

  差引当年度純利益       ３９７，４３４，１９３円 

   （ (Ａ)－(Ｂ) ） 

                   （決算＝地方公営企業法第３０条） 
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認定第 ７ 号 

 令和３年度射水市病院事業会計決算認定について   

 （説 明） 

  当年度病院事業収益    ４，０３５，９５７，７８２円 

  当年度病院事業費用    ３，８７８，０２４，７９７円 

  差引当年度純利益       １５７，９３２，９８５円 

  当年度未処理欠損金    ５，１６６，９９８，８６５円 …… (Ａ) 

 

  欠損金処理額【欠損金処理計算書】 

                           ０円 …… (Ｂ) 

   この結果、翌年度へ繰り越す欠損金（ (Ａ)－(Ｂ) ） 

                   ５，１６６，９９８，８６５円 

                （決算＝地方公営企業法第３０条） 

 

 


